


・第２四半期累計として、連結の売上高、営業利益、経常利益、四半期純利益とも、
過去最高。

・上期で初の売上高１兆円を達成。

・４月２７日に発表した連結業績予想数値との比較でも、それぞれプラス。

◇事業環境に関する認識と確認（物流業界の状況）

・国内外ともに、景気の回復基調は続き、荷動きは、おおむね堅調に推移。

・６月の大阪北部地震に加え、７月の西日本豪雨、９月の台風２１号および２４号
北海道胆振東部地震と、度重なる自然災害により、鉄道輸送を中心に
物流業界としても大きな影響。

◇決算の評価

・荷動きや景気動向については、第２四半期も、第１四半期とほぼ同様に堅調。
そうした荷動きを、確実に取り込む。

・災害はあったが、緊急輸送の対応など、当社の強みである総合力を最大限に
生かして、お客様のサプライチェーンの確保に貢献したうえで、影響は最小限に。



◇売上高の推移

対前年で、８４２億円、８．８％、増加。

・国際貨物を中心に、堅調な荷動きを背景に、お客様の動向を的確に捉え、

売上高増加とともに、海外の各地域も取扱い伸長。

・警備輸送、重量品建設を除くすべてのセグメントで増収。

◇営業利益の推移

対前年で、１７億円、５．６％増加。

・利用運送費や外注費の増加、燃油費の上昇に加え、自然災害の影響も受けたが、

売上高の増加により、増益。



◇経常利益の推移

対前年で、３３億円、９．６％の増益。

・営業外収益は、為替差益などにより、１５億円増加。

・営業外費用は、前年と同水準。

◇四半期純利益の推移

対前年で、１８億円、８．７％の増益。

・特別利益は、固定資産売却益などで、５億円増加。

・特別損失は、前年の固定資産処分損の計上などにより、１億円減少。



◇財政状態

・総資産は、のれん等の無形固定資産の増加により、前年度末に比べ、

１３２億円増加。

◇キャッシュ・フローの状況

・現金及び現金同等物の四半期末残高は、２０１８年３月末残高に比べ、

３６９億円減少。

・主に、連結の範囲の変更を伴う子会社株式取得による支出の増加によるもの。







・代替輸送や緊急輸送などによる売上はあったが、鉄道からの切り替えなどにより、
全国的にトラックの需給がひっ迫し、算出は難しいですが、間接的にも費用増加。



◇適正料金収受の取組み

・２Ｑ累計で、５５億円の収入増加効果、外注費の単価上昇の影響が、

西日本豪雨の影響による傭車費の急騰分を除き、４６億円あり、

増益効果は、９億円。

8



※以下、セグメント毎の概況は、第２四半期単四半期の内容

「海外会社」の第２四半期は、４－６月期

◇日本・・・増収、増益
・鉄道輸送は、自動車関連部品の取扱いが堅調だったが、
西日本豪雨や北海道胆振東部地震などの影響により、大幅に運休増加。
・トラック輸送は、鉄鋼や自動車関連部品の荷動きが堅調に推移。
加えて、西日本豪雨の影響による鉄道の代替輸送も増収の一因。
・海運は、機械関連の輸出やコンテナターミナル業務が伸長。
加えて、内航海運における鉄道の代替輸送もあり、増収。
・航空は、輸出混載貨物の重量が、対前年で＋２５．２％と増加し、マーケットの伸びを
大きく超過。欧州地域向けの自動車関連部品やアジア向けの電子部品、半導体関連の
輸出が、引き続き好調に推移。
・日本発の輸出航空貨物の重量動向、当社シェアの推移については、
補足資料１ページ参照。
・補足資料の２ページで、退職給付費用の減少とのれんの償却費の減少の影響額を
含まない日本セグメント内の上期の営業利益の増減を、事業部門別にご案内。
・決算処理等を含まない参考数値ですが、事業部門ごとの傾向を示す資料として、ご参照。

◇米州・・・増収、減益

為替の影響を除いた現地通貨ベースでも、増収、減益。

・自動車関連を中心に、航空輸出が堅調に推移。

・航空、海運輸入、倉庫配送業務もそれぞれ取扱い増加。

・昨年は増加傾向であった費用も、お客様への転嫁と効率化による抑制が貢献。

・前年にあった過年度の過払い利用費の戻し入れの反動で、１１億円の減益要素があり、
その分を補うには、至らず。



◇欧州・・・増収、減益

為替の影響を除いた現地通貨ベースでも、増収、減益。

・倉庫配送業務が堅調に推移。

・イタリアでの業務失注やスペインでの前年のスポット業務の反動により、
航空輸出入の取扱い減少。

・本年３月に買収したトラコンフ社が連結に加わっており、
１Ｑでは、新規に獲得した大型案件立ち上げの一時費用により、
利益が出なかったが、２Ｑには、累計で黒字に。

◇東アジア・・・増収、増益

為替の影響を除いた現地通貨ベースでも、増収、増益。

・航空、海運輸出が堅調に推移。

・航空利用費の高止まりは継続するものの、お客様への転嫁と効率化による
費用抑制が進み、利益面でも回復傾向。



◇南アジア・オセアニア・・・増収、増益

為替の影響を除いた現地通貨ベースにおいても、増収、増益。

・航空輸出で、自動車関連や電子部品、医薬品等が堅調に推移。

・倉庫配送業務でも取扱いを伸ばしたが、利用費や外注費の高止まりも継続。

◇警備輸送・・・減収、減益

・キャッシュ・ロジスティクス・プラットフォームの拡販により、地方金融機関からの
アウトソーシングの取込みが進んだが、輸送業務の減少と人件費や燃油費の
上昇により、減収・減益。



◇重量品建設・・・減収、減益

・前年にあった海外の大型プラント工事の反動減によるもの。

◇物流サポート・・・増収、増益

・日通商事において、石油類の販売単価の上昇により、売上が増加したほか、
輸出梱包業務などのロジスティクス・サポート事業も堅調に推移。



◇経営環境の想定

・国内経済は、引き続き、堅調と想定するが、農産物に災害の影響が残る
北海道エリアや、JＲ山陽線の復旧後も 一部で運休が続く鉄道輸送など、
地域ごと、部門ごとにばらつき。

・世界経済は、米中の貿易摩擦問題や中東情勢など、不確実性が増大。

・売上高は、上期の実績を通期に反映し、３００億円上方修正。

・下期予想は、従来予想をほぼ据え置き。

・営業利益は、上期には、対予想で１０億円のプラスとなったが、
通期では、従来予想を据え置き。

・下期は、燃油費の上昇などを織り込み、期首予想から１０億円のマイナス。

・災害の影響は、下期にも一部では残るが、一過性。

・欧州の下振れも、業務失注や前年のスポットの反動が主要因。
足元の景気や荷動きは、おおむね堅調。

・当面の懸念材料は、燃油費、外注費など費用の高騰と、米中の貿易摩擦
問題など、世界的な景気の不透明感。

・費用の高騰部分は、適正料金の収受とともに、お客様と協働の物流改善、
業務改善で、ウィンーウィンの関係を。



◇日本・・・増収、増益

・航空輸出フォワーディングが、引き続き、アジア向けを中心に
堅調に推移する見込み。

・地域特性に適応した事業展開および、ワンストップ営業・アカウントマネジメントの
さらなる拡大、深化による営業強化を推進。

・燃油費や外注費の上昇が予想され、適正料金の収受、作業の効率化を図るが、
燃油費の上昇は、期首予想を大きく上回るため、利益予想にも反映。

◇米州・・・増収、増益

為替の想定を除いた現地通貨ベースでも、増収、増益。

・自動車関連の取扱いが、引き続き堅調に推移する見通し。

・海運輸出入、倉庫配送業務の荷動きが継続し、前年の特殊要因
１１億円のマイナス影響を消化し、増益見込み。

◇欧州・・・増収、減益

為替の想定を除いた現地通貨ベースでも、増収、減益。

・地域全体で、倉庫配送業務が順調に売上げを伸ばし、
非日系企業への営業強化も着実に進展するが、
失注した業務の再獲得や新規業務獲得による補完には、時間を要する見込み。



◇東アジア・・・増収、増益

為替の想定を除いた現地通貨ベースでも、増収、増益。

・中国における自動車関連の取扱いが、引き続き堅調に推移し、
航空、海運フォワーディングが回復する見通し。

・航空利用費の高騰は継続するが、お客様への転嫁と混載効率の改善見込み。

◇南アジア・オセアニア・・・増収、増益

為替の想定を除いた現地通貨ベースでも、増収、増益。

・地域全体で、倉庫配送業務が堅調に推移し、航空、海運の輸出入フォワーディングも、
荷動きの継続見込み。

・アジア発着、アジア域内での物流拡大を図るべく、拠点の拡充等、投資を継続。

◇警備輸送・・・増収、減益

・キャッシュ・ロジスティクス・プラットフォームの構築を図り、地方金融機関を
ターゲットに、アウトソーシングの獲得に努めるが、人件費等の増加の影響見込み。



◇重量品建設・・・減収、減益

・前年上期に集中したシャットダウンメンテナンス業務が減少するほか、
海外における大型プロジェクトが、前年ほど見込めず。

◇物流サポート・・・増収、増益

・日通商事におけるロジスティクス・サポート事業で、梱包業務が
堅調に推移する見込み。
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◇適正料金収受の取組み

・年間累計で、１２０億円の増収効果、２０億円の増益効果見込み。

（災害の影響によるスポットの傭車費の急騰は含まず。レギュラー業務について、
お客様との契約単価の上昇分と業者への支払単価の上昇分から算出。）








